
 

三郷市ブロック塀等安全確保事業補助金交付要綱 

平成３１年４月２３日 

告示第１０６号 

(目的) 

第１条 この要綱は、市内に存する危険ブロック塀等の所有者が改修等を実

施する場合に、その費用の一部について予算の範囲内において補助金を交

付することにより、地震による倒壊の被害を未然に防止し、通行人の安全

及び避難路の確保を図ることを目的とする。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、三郷市補助金等交付規則(昭和５３年規

則第８号)に規定するもののほか、この要綱に定めるところによる。 

(定義) 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定

めるところによる。 

(1) ブロック塀等 コンクリートブロック塀、万年塀、れんが塀、石塀そ

の他これらに類する構造の塀及び門柱をいう。 

(2) 危険ブロック塀等 避難路又は公衆用道路沿いに築造されたブロック

塀等のうち、道路面から高さ０．８メートル(擁壁の上に設置されたブロ

ック塀等については、当該擁壁の高さを含む。)を超えるもので、別表に

定める点検項目において不適合項目が一以上あるものをいう。 

(3) 補強コンクリートブロック塀 建築基準法施行令(昭和２５年政令第

３３８号。以下「令」という。)第６２条の８に規定する基準を満たすも

ので、かつ、道路面からのブロック塀等の高さが０．８メートル以下の

ものをいう。 

(4) フェンス等 基礎と一体に設置される軽量素材の柵等をいう。 

(5) 生垣 三郷市生垣設置奨励補助金交付要綱(昭和６３年告示第３３号)

第２条第３号及び第４号に規定する基準を満たすものをいう。 



 

(6) 補強コンクリートブロック塀等 補強コンクリートブロック塀、フェ

ンス等及び生垣をいう。 

(7) 市内業者 市内に本店、支店又は営業所を有する事業者をいう。 

(8)    除却工事 市内業者が、危険ブロック塀等(基礎部分(建築基準法(昭和

２５年法律第２０１号。以下「法」という。)第４２条第２項に規定する

道路内にある基礎以外のものをいう。)を除く。)を除却する工事をいう。 

(9) 新設工事 除却工事を行った範囲(法第４２条第２項の道路に面する

場合は、道路の境界線とみなされる位置とする。)内において、市内業者

が新たに補強コンクリートブロック塀等を新設する工事をいう。 

(10) 改修等 除却工事又は新設工事をいう。 

(11) 通学路 学校長が定める児童生徒が小学校又は中学校へ通う道をい

う。 

(12) 緊急輸送道路 三郷市地域防災計画で指定する道路をいう。 

(13) 避難路 通学路及び緊急輸送道路をいう。 

(14)   公衆用道路 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２条第１項に規

定する道路、法に規定する道路その他これらに準ずる道路で避難路以外

のものをいう。 

(補助対象) 

第３条 補助金の対象となる者は、市内に存する危険ブロック塀等の所有者

とする。 

２ 補助金の対象となる事業は、改修等とする。 

(適用除外) 

第４条 この要綱は、次の各号のいずれかに該当する場合は適用しない。た

だし、特に市長が必要と認めた場合は、この限りでない。 

(1) 公共工事の施工に伴うもの 

(2) 危険ブロック塀等の改修等に対して、国、地方公共団体その他団体か



 

らこの要綱と同様の補助金を受けるもの 

(3) 都市計画法(昭和４３年法律第１００号)に基づく地区計画が定められ

ている地区内においては、各地区の地区整備計画に定める制限に適合し

ないもの 

(補助金額) 

第５条 補助金の額は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる事項ごと

に、当該各号に定める額を合算した額に３分の２を乗じた額(千円未満の端

数が生じたときは、これを切り捨てる。)とする。ただし、５０万円（公衆

用道路に係るものは４０万円）を上限とする。 

(1) 除却工事 除却工事に要する費用又は除却する危険ブロック塀等の長

さ１メートル(０．１メートル未満は切り捨てるものとする。)につき１

万円を乗じて得た額のいずれか少ない額 

(2) 新設工事 新設工事に要する費用又は新設する補強コンクリートブロ

ック塀等の長さ１メートル(０．１メートル未満は切り捨てるものとす

る。)につき２万円を乗じて得た額のいずれか少ない額 

(補助金の交付回数) 

第６条 補助金の交付回数は、一の敷地に対し１回限りとする。ただし、当

該敷地が避難路又は公衆用道路に２面以上接する場合は、面する避難路又

は公衆用道路ごとに１回限りとする。 

(交付申請) 

第７条 補助金の交付を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、危

険ブロック塀等の改修等を実施する前に、三郷市ブロック塀等安全確保事

業補助金交付申請書兼票(避難路に係る申請の場合は様式第１号、公衆用道

路に係る申請の場合は様式第１号の２)に次に掲げる書類を添えて市長に

提出しなければならない。 

(1) 付近見取図 



 

(2) 配置図(危険ブロック塀等の位置、長さ及び高さを記入したもの) 

(3) 新設工事における補強コンクリートブロック塀等の位置、長さ、高さ

及び令第６２条の８に規定する基準に適合することが確認できる図面 

(4) 改修等に係る見積書の写し(内訳書を含む。) 

(5) 施工前の現場写真 

(6) その他市長が必要と認めた書類 

(交付決定) 

第８条 市長は、補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る内容

を審査し、補助金交付の可否を決定し、三郷市ブロック塀等安全確保事業

補助金(交付・不交付)決定通知書(様式第２号)により申請者に通知するも

のとする。 

２ 市長は、前項に規定する補助金の交付決定に際し、必要があると認める

ときは、当該交付決定に条件を付すことができる。 

(申請内容の変更) 

第９条 前条第１項の規定により補助金の交付決定を受けた者(以下「補助決

定者」という。)は、申請した内容に変更が生じるときは、三郷市ブロック

塀等安全確保事業補助金変更申請書(様式第３号)に第７条各号に掲げる書

類のうち、内容に変更が生じるものを添えて市長に提出しなければならな

い。ただし、当該変更の内容が軽微で補助金額に変更が生じない場合は、

この限りでない。 

２ 市長は、前項に規定する変更申請があったときは、速やかにその内容を

審査し、変更の可否を三郷市ブロック塀等安全確保事業補助金変更(承認・

不承認)決定通知書(様式第４号)により補助決定者に通知するものとする。 

(実地調査) 

第１０条 市長は、必要と認めるときは、改修等に係る状況について実地調

査を行うことができる。 



 

(実績報告) 

第１１条 補助決定者は、補助金の対象となる事業が完了した後３０日を経

過した日又は当該年度の３月１５日のいずれか早い日までに、三郷市ブロ

ック塀等安全確保事業完了報告書(様式第５号)に次に掲げる書類を添えて

市長に報告しなければならない。 

(1) 改修等の契約書の写し 

(2) 改修等に係る領収書の写し 

(3) 工事中及び施工後の現場写真 

(4) その他市長が必要と認めた書類 

(補助金額の確定) 

第１２条 市長は、前条の報告があったときは、その内容を審査し、改修等

が適正に行われたと認めるときは、当該補助金の額を確定し、三郷市ブロ

ック塀等安全確保事業補助金額確定通知書(様式第６号)により補助決定者

に通知するものとする。 

(補助金の請求) 

第１３条 補助決定者は、前条の通知を受けたときは、三郷市ブロック塀等

安全確保事業補助金交付請求書(様式第７号)により、この補助金の交付を

請求するものとする。 

(補助金の交付) 

第１４条 市長は、前条の請求があったときは、補助金を速やかに補助決定

者に交付するものとする。 

(補助金の返還) 

第１５条 市長は、補助決定者が偽りその他の不正な手段によって補助を受

けたとき又は関係法令等の規定に違反したときは、補助金交付の決定を取

り消し、当該補助金の全部又は一部の返還を求めることができる。 

(その他) 



 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

１ この告示は、平成３１年５月７日から施行する。 

(この告示の失効) 

２ この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

附 則（令和３年１月６日告示第３号） 

(施行期日) 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 


